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デジタル田園都市国家構想総合戦略

１ 国の動向

〇 2014年11月 まち・ひと・しごと創生法 公布・施行

〇 2014年12月 第１期「長期ビジョン」・「まち・ひと・しごと創生総合戦略」策定
（計画期間：2015～2019年度）

〇 2019年12月 第２期「長期ビジョン」・「まち・ひと・しごと創生総合戦略」策定
（計画期間：2020～2024年度※）

〇 2022年12月 「デジタル田園都市国家構想総合戦略」策定※

（計画期間：2023～2027年度）

〈デジタル田園都市国家構想総合戦略の基本的考え方〉

○ デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化し、「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせ

る社会」を目指す。

〇 東京圏への過度な一極集中の是正や多極化を図り、地方の社会課題を成長の原動力とし、地

方から全国へとボトムアップの成長につなげていく。
など

※計画期間中だが、

「総合戦略」のみ改訂

「長期ビジョン」は据置
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デジタル田園都市国家構想総合戦略
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〈施策の方向〉



※「愛知県人口ビジョン」は、据置（改訂しない）

２ 国の動向を踏まえた本県の対応

○ 「まち・ひと・しごと創生法」に基づき、これまで本県では、国の動向に合わせて、
人口ビジョンとまち・ひと・しごと創生総合戦略を策定してきた。

〇 2014年12月 第１期「長期ビジョン」・「まち・ひと・しごと創生総合戦略」策定（2015～2019）

〇 2019年12月 第２期「長期ビジョン」・「まち・ひと・しごと創生総合戦略」策定 （2020～2024）

〇 2022年12月 「デジタル田園都市国家構想総合戦略」策定（2023～2027）

愛知県まち・ひと・しごと創生総合戦略
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2015年10月 第１期「愛知県人口ビジョン・まち・ひと・しごと創生総合戦略」策定

2020年 3月 第２期「愛知県人口ビジョン・まち・ひと・しごと創生総合戦略」策定

※ 新型コロナウイルスの感染拡大を契機とした状況変化に対応するため、2022年3月に改訂

2023年10月 第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を抜本的に改訂し、新たな

総合戦略※を策定 （県の人口問題対策プランとしても位置付け）
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愛知県まち・ひと・しごと創生総合戦略（参考）

第２期「愛知県人口ビジョン・まち・ひと・しごと創生総合戦略」（2020年３月策定）

目的
「愛知県人口ビジョン」で示した将来展望や方向性の実現に向けた今後５か年
（2020〜2024年度）の基本目標や取り組む施策を提示

基本目標と施策

基本目標①「しごとづくり」
 次世代自動車や航空宇宙、ロボットなどの次世代産業
 スタートアップの育成・集積、起業の促進 など
基本目標②「魅力づくり」
 ジブリパーク整備の推進、愛知県国際展示場「Aichi Sky Expo」を活用した展示会産業の振興
 世界的なスポーツ大会の開催・招致や大会を契機とした地域活性化 など
基本目標③「人の流れづくり」
 交流人口や関係人口の拡大による移住促進
 ＵＩＪターン希望者と県内企業のマッチング支援 など
基本目標④「結婚・出産・子育て環境づくり」
 キャリア教育の推進、就職氷河期世代の活躍支援
 女性の活躍促進やテレワーク導入促進など、働き方改革の推進 など
基本目標⑤「暮らしの安心を支える環境づくり」
 高齢者の社会参加促進
 外国人児童生徒の日本語教育 など
基本目標⑥「活力ある地域づくり」
 三河山間地域や三河湾の島々等の振興
 再生可能エネルギー等の普及や生物多様性保全、循環型社会の形成 など
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愛知県まち・ひと・しごと創生総合戦略（参考）

第２期「愛知県人口ビジョン・まち・ひと・しごと創生総合戦略」の改訂（2022年３月）

改訂の
考え方

・新型コロナウイルスの感染拡大を契機に、人々の意識・行動に大きな変化が生じてお
り、総合戦略の進捗にも一部に影響が出てきている。
・そこで、総合戦略の「重視すべき視点」に、策定以降の状況変化に対応する「With
／Afterコロナを見据えた取組の推進」を「横断する視点」として加え、取組を追加・
充実することで、地方創生のさらなる推進を図る。

横断する
視点の追加

総合戦略策定以降の状況変化に対応する≪横断する視点≫を新たに追加。
・With／Afterコロナを見据えた取組の推進
〇横断する視点の考え方
総合戦略策定以降の人々の意識・行動の変化
・地方移住への関心の高まり
・キャッシュレス決済、オンライン会議の実施など様々な分野でのデジタル化の加速
・カーボンニュートラル実現への世界的な関心の高まり

〇意識・行動の変化を的確に捉え、愛知に新たな人の流れを生み出すため、
以下の３つをキーワードに取組を実施
「ヒューマン」、「デジタル」、「グリーン」
さらなる飛躍につながる愛知ならではの取組により日本の発展をリード



３ 概要

2023年度～2027年度（５か年）

2023年10月（予定）

・ 人口減少にできる限り歯止めをかけることや、人口減少下でも県内各地域が

活力を維持し、安心、快適に暮らせる社会づくりを進めていくことなど、本県の

人口問題対策の基本的考え方や方向性を示す。

・ 「しごとづくり」、「魅力づくり」、「結婚・出産・子育て環境づくり」などの基本目標

ごとに施策の充実や重要業績評価指標（KPI）の見直しなどを行うとともに、県全

体のデジタル化に関する新たな基本目標の設定について検討していく。

・ 県内各地域の人口動向と課題を整理・分析し、地域別の方向性を示す。
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新たな総合戦略

計画期間

策定時期

内 容
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新たな総合戦略

・ 本県の人口動向（自然増減、社会増減、出生率の状況など）

・ 移住意向など意識調査・結果

・ 少子化を食い止め、人口減少にできる限りの歯止めをかける

・ 東京圏への転出超過の是正

・ 人口減少下でも安心、快適に暮らせる社会づくり

・ 県内各地域のバランスある発展

・ デジタルの活用

・ ＳＤＧｓの重視

・ With/Afterコロナを見据えた取組の推進 など

愛知県の人口動向

人口問題に関する基本的な考え方

〈横断的視点〉

４ 構成イメージ
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新たな総合戦略

① しごとづくり

② 魅力づくり

③ 人の流れづくり

④ 結婚・出産・子育て環境づくり

・ 県内各地域の人口動向と課題 （新規）

・ 地域ごとの今後の方向性 （新規）

※移住支援策や関係人口創出の取組などをトピック的に紹介

※地域ごとの課題を踏まえた今後の対応や、県と市町村の連携の強化などに

ついて記載

基本目標

県内地域別の課題と取組

⑤ 暮らしの安心を支える環境づくり

⑥ 活力ある地域づくり

⑦ 県全体のデジタル化の推進 （新規）
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新たな総合戦略

５ 検討体制

■ 愛知県人口問題対策本部

・ 県庁内で人口問題に関する危機意識を共有するとともに、連携強化を図る。
※ 既存の「愛知県まち・ひと・しごと創生推進本部」との併催とする。

■ 愛知県まち・ひと・しごと創生総合戦略推進会議

・ 人口問題やデジタル関係などの有識者、産業界、市町村、労働団体、メディア等により構成

・ 総合戦略の策定にあたって意見をいただくとともに、人口問題に関するアドバイザリーボ

ードとして、助言をいただく。

■ 市町村連絡会議

・ 県内を６ブロック程度に分けて開催し、情報の共有や施策の連携を図る。

庁内検討

外部有識者からの意見聴取

市町村との連絡調整
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新たな総合戦略

６ 業務委託調査

〇 総合戦略の策定に当たり、人口移動に伴う要因や課題等を把握するために以下の

調査を実施

■ 県外居住者調査

・ 本県に居住経験のない県外居住者に対して、移住への興味、愛知県への関心、生活面・仕

事面で重視する条件などを把握

・ 県外居住者が愛知県内へ移住するうえでの課題や対応策などについて分析

■ 東京圏在住者調査

・ 本県に居住経験のある東京圏在住者に対して、転出理由や愛知県への移住（Uターン）に

係る意向などを把握

・ 東京圏への転出超過を改善するための転出抑制・転入促進策を検討

〇 調査結果を第２回推進会議（７月頃）における骨子の提示・検討に活用予定

調査内容
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新たな総合戦略

対策本部 推進会議 市町村等

2022年度

2023年度

第１回会議（４月21日）

人口動向、構成イメージ

の提示・検討

第２回会議（７月頃）

（骨子の提示・検討）

第３回会議（９月頃）

（案の提示・検討）

対策本部設置

（３月20日）

第１回市町村連絡会議

（５～６月頃）

・パブリックコメント

対策本部（７月頃）

（骨子の提示）

対策本部（９月頃）

（素案の提示）

対策本部（10月）

（総合戦略の策定）

第２回市町村連絡会議

（８月頃）

「総合戦略」策定（10月）

７ 策定に向けたスケジュール（予定）


